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はじめに

戦後教育を支えてきた 「教育の機会均等」原則が揺らいでいる。学力と所得

格差を巡る問題がクローズアップされ、家庭の所得水準 と学力水準の正比例の

対応関係が以前にも増 して顕著になっているからだ。

所得格差 と学力格差を問題としている論者の多 くは、実際には所得格差に

よって公正な競争が妨げられているという点を問題視している。つまり教育の

機会均等原則が歪められているというのだ。

しかしながら、この批判は現代社会の根本的な問題であるメリトクラシーそ

のものについての批判ではなく、むしろこれを徹底させることを追求するもの

である。つまり所得格差と学力格差の問題を指摘するものの、現在の格差のほ

とんどがこれまでの学歴格差の結果でもあるという側面を見落 とし、子 ども達

に学歴獲得のための公正な競争を保障することを目的としているからだ。

学歴は能力を全面的に現わしているものではないし、ましてや人間の価値を

現わすものではない。それにも拘 らず、学歴エリー トがすべての場面を圧巻 し

ていく世界は人間にとって非常に生 きづ らい世界である。この問題を早 くか ら

指摘 してきたのはメリトクラシーという用語を発明したマイケル ・ヤングその

人であった。彼は、万人に教育機会が開放されたことは歓迎するが、生まれ持っ

た能力が万人に全て平等に付与されたわけではないというこの一点を持って、

それで人間の評価が決まる社会、すなわちメリトクラシー社会の到来をいかに

回避するかという問題を常に考えていた。そして彼は彼な りに人生の終盤にあ

たってそれを試みた。
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現在、メリトクラシーを相対化する試みはさらにルグランのデモグラント、

アッカーマンとアルス トットのステークホルダー論の登場によって急展開して

いる。本稿はこの新 しい平等論およびこれを一部導入 したとされるイギリス労

働党政権の政策に言及することで、教育と不平等問題の新しい理論的地平につ

いて紹介することを目的とする。

第一・章 問題 の設定

1能 力主義と機会均等の原理

まず本論で採用する能力主義とは、能力以外の要因では差別されないという

社会構成原理を意味する。つまり社会的分業への人々の配分は能力に応 じて行

われるべ きだというものである。ここでは議論を単純にするために、現代社会

においては、この社会的分業への配分の役割を学校教育が基本的に担 っている

と想定する。この場合、能力とは「学力」あるいはその結果の証明書である「学歴」

を意味する。そして、能力主義社会 とは、同等の能力があれば、本人が希望すれ

ば、同等の職につ くことが可能とされる社会である。「本人が希望すれば」とい

う留保条件をいれてあるのは、い くら能力があるとされても本人が希望しない

場合、その職に就かなくても直ちに不平等ではないということを意味 している。

ただし、本人の希望というもの自体社会的に構築されている場合も多いのでは

あるが、今はこの点には触れない。そして能力主義は、以前の階級や世襲制に

よって職業が決まる社会よりも流動的で民主的であると考えられてきたことを

確認 してお く。

今のところ、たとえば学校教育のレベルにおいては基本的にこのルールが一

般に受容されていると想定できる。だから、追加投資による学力向上 というも

のが不公正であるとして糾弾されているのだ。しか しなが ら、例えば現実社会

においては学歴を重視しない職域も依然としてあ り、受験戦争に巻き込まれな

いという選択 もありうる。他方、学歴がなければ保護i者と同等の職に就けない

という階層も増加してお り、この層は学歴の必要性 を十分認識し、追加投資を

喜んでする。今問題 とされている所得格差と学力格差は、戦後60年 もたって、

学歴で社会上昇移動を成し遂げた集団およびこれに追随する集団による子ども
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への投資行動がもたらした結果でもあるということがいえよう。とくに教育内

容が画一的で共通であればあるほど、追加投資の効力は目覚ましいものとなる。

今のところ保護者の経済的文化的社会的差異を軽減 したり、追加的投資を禁ず

る方法はない。もちろん学校がそれを補償することは重要であ り否定はしない

が。

さて、実際には、就職の部分、すなわち社会的分業に人を配分する場面にお

いては、社会の支配的通念、ジェンダー、階級、人種、障がい他の理由により、

能力主義が実現 していないことも事実である。

したがって、能力主義は、同等の能力、つまり水平軸においては、実際には能

力以外の理由で排除されたものからは依然 として主張され、実現されるべ き価

値、さらに追求されるべき理念であるとして看倣 される。確かに機会均等原則

は、建前 としては日本でも憲法に盛 り込まれているが、現実には実現 していな

い。それを実現 してい くためには、差別され、排除されてきた側からの強力な

異議申し立ての運動が必要であった。このときに能力主義の主張は十分根拠の

あるものである。たとえば、アメリカ合衆国のアファーマティプアクション、

イギリスのポジテゥブディスクリミネーションといった政策は、「結果の平等」

を求める排除されてきたものたちからの大 きな異議申し立ての運動であったと

いうことができる(註1)。

また、この主張は、政治的課題 と教育的課題では対立することもある。たと

えば、男女共学は男女同権の思想から正当化され、公立学校 における女子校、

男子校の存在は憲法上問題があるとされる。しかしながら、思春期の女子生徒

が恋愛のために勉学をやめてしまうということは十分あり得ることであり、む

しろ女子校のほうが女子生徒の能力を伸ばすためには良いという時限的分離主

義の主張がある。能力を伸ばして、最終的に高等教育や社会に出たときに男女

平等であれば問題ないとされるからだ。政治的に正しい物語(PC)で は男女共

学が望ましいとされるが、教育学的には別学のほうが結果的に平等を促進する

可能性があることを忘れてはならない。つまり単純な平等論が結果的に不平等

を正当化するということがあるということだ。その他にも経済的文化的要因も

依然として実質的差別を正当化 していることも無視できない。たとえば、女性
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の働 く労働環境および既婚女性の家庭内での性的役割分業の問題、日本のよう

に子育て支援行政の不備など、い くつ もの問題 を抱えているものではあるが、

これは次元の異なる問題であるので指摘してお くこととしてここではとりあげ

ない。

以上述べてきたように、能力主義を巡っては、依然として水平軸の関係では

主張されるべき根拠があるということは認識してお くべきであろう。

2能 力主義批判

しか しながら、能力主義は、垂直軸の問題に関しては、これによる差別を正

当化するものである。つまり、能力の高い、低いが判断基準 となる。また、現代

社会においては、労働は 「賃労働」に、能力は 「学力」「学歴」に、教育は 「学校

教育」にそれぞれ倭小化 されている。例えば学校教育のあとに想定されている

ものは 「就職」であり、「会社探 し」である。また、どのような優秀な働 く女性で

も職を辞して家庭に入ったとたんに、「主婦」とな り、非生産的人間、カウント

されない消費だけを行う人間とみなされる。賃労働以外の労働は「シャドウワー

ク」(イリイチ)と なるからである。この問題は、経済的自立を独立した個人の

存在基盤の第一条件としてきたこれまでの考え方を痛烈に批判する契機を持つ

ものである(こ の点については後述する)。

また能力は学校で身につけるべきものであることが現代社会では期待され、

客観的に学校で計測され、評価 される 「学力」へと狭 く限定される。学校で重視

されない能力や教科は軽視され、周辺に追いやられる。全国共通カリキュラム、

全国テス トなどが学力水準向上を名目に導入され、あらゆる生徒が一つの基準

で順位づけられている。学校教育こそ、この役割を担 っているのである。しか

しこれは能力主義原理が必要とするメカニズムでもある。垂直軸での人間の評

価が一生を左右する。学校で失敗 したものは一生涯つ きまとうレッテルを貼 ら

れる。学校での失敗 を取 り戻すためには再び学校で成功 しなければならない。

以上から言えることは、水平軸での能力主義の主張は、一方で排斥される同

等の能力の所有者がいる限 り、依然として重要であるし、社会の観点から見て

も稀少財の有効利用、適材適所 という観点からも重要である。そして 「能力」以
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外の要因で格差が生 じることは痛烈に批判されよう。しかしなが ら、垂直軸で

の能力主義は、極めて非人間的な社会を作 り出す。われわれの課題は、この水

平軸 と垂直軸の問題をいかにバランスよく考えていくかということになる。

第二章 メリトクラシーを相対化する試み

1マ イケル ・ヤングの試み

著書 『メリトクラシーの興隆:1870-2033』(1958)で 描かれる社会は、ll

歳 という早期 に能力が科学的に測られることを前提に、IQの 高い人々には早

くからそれにふさわしい教育、職業、待遇を与えられる社会である。そのため、

労働者(そ のときにはテクニシャンと改称)はIQの 低いものがなるので、その

指導層にはエリー トを雇 うことになる。こうして、そもそも 「教育の機会均等」

の実現を要求してきた労働者階級は、その実現を通 して、メリトクラシーの台

頭を許し、自ら再び支配される側に転落する一方、 もはや以前のようには支配

する側を批判する能力 さえ自分たちの階級から奪われている様を描 き出してい

る。その結果は、「正統な」エリー トへの従属であ り、権利を剥奪され、あきら

めかつ無関心な、あるいは批判的能力を持たない客体、受け身的市民が形成さ

れるのである。

能力はそもそも自然の気まぐれによって階級を問わず分布 していたはずなの

に、人間を計る基準がIQ(学 力)に 固定化されたために、IQの 高いもの同士の

婚姻や、能力のある子供が生まれなかった場合には、偶然労働者階級に生まれ

落ちた能力のある子供を養子にすることによって、能力のあるものは労働者階

級から吸い上げられてしまうのである。

このような世界を描 き出したヤングはそれに先立つ1951年 、ロンドンのイー

ス トエンド(労 働者階級の居住地域、貧しい者たちの町の象徴的存在)ベ スナ

ムグリーンに、アメリカ合衆国のフォー ド財団の援助を受けて、コミュニティ

スタディ研究所(lnstituteforCommunityStudies…ICS)を 開設する。彼 は初

代所長に就任 し、その職に死(2002年1月)の 直前である2001年 まであった。

ICSで は、近隣の労働者階級コミュニティを対象 として、庶民の生活を社会

学的に次々と明らかにしていった。それと平行 して、ヤングはい くつ もの社会
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的組織を立ち上げてい く(註2)。

教育に直接 関わる事業 としては1953年 設立の教育助言セ ンター(ACE)の

存在がまず重要である。ヤングは福祉国家のもとで万民に教育を受ける権利が

保障されたことを歓迎する。しかしそれと同時に、国家なり地方 自治体な りが

それを独占することを危険視し、価値の多元化を認める様々な公立学校 を創 る

運動を組織 したのである。それがこのACEで あった。ACEは 、もともとイギ

リス社会で伝統的に、 また教育法においても認められている親の意志の尊重

を擁護することを目的として、無償で多様 な公立学校に関する情報や助言 を

親に提供するために設立され、現在に至っている。このヤングの試みは、さら

に1988年 教育改革法案の審議過程においては、同法案が多様性を推進するも

のではないこと、例えばシティ ・テクノロジー ・カレッジが科学等を対象 とし

ての都市部のみに設置されることを不十分として批判し、全ての保護者グルー

プに対 して小規模の公立学校 を設置する自由を与えるべ きであると主張 した。

その後 もこの態度を変えることな く、教育選択のためのセンター(Centrefor

EducationalChoice)を 設立 している。そして彼は公立学校 に宗教系学校を組

み入れようとするコックス女性男爵と連携プレイを見せている。しか しなが ら、

1993年(学 校)教 育法審議 においては、視学官制度の改組に反対をしている。

さらに病院内学校などを国庫補助金立学校 にすることなどを提案して労働党と

も対立 している。この時の彼のモデルは、10%の 子 どもが対象 となっているデ

ンマークでの 自由選択学校であったとマッキントッシュは指摘 している(註3)。

つまりこの間ヤングはできるかぎりの学校の多様性 を保障する公立学校の在 り

方を追求していたと考えられる。

そ してその次に重要だと思われるものは本稿で取 り上げる 「社会貢献型起業

のための学校SchoolforSocialEntrepreneurs-一 一SSE」である。

SSEは 、「中世のルールに縛 られた大学」でもな く、「政府の補助金の規制 に

縛 られた現代の大学」で もない地域 に根 ざしたもので、学生達は 「新 しい革新

的プロジェク トを開発する」ことが期待されていた。学生達のプロジェク トは

リスクを伴うものであるが、SSEに より財政的資源のみならず人的資源へのア

クセスも持つことが可能 となる。「ひとつの革新的プロジェク トを導入するこ
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とは、起業家精神を試すことでもある。(中略)、そ して起業家精神とは、私(ヤ

ング)に とって、もっとも集中した獲得 目標が明確 な最善の学習方法である。

そのねらいは、連続する試練、連続する試みと失敗にあるのだ」(註4)。

ヤングは、企業からすれば利潤が期待できないような領域でも、コミュニティ

のニーズを掘 り起こし、結果的にコミュニティに奉仕 し、コミュニティを改善

しつつ、それをビジネスにつなげていくことを考えていた。人間は食べていか

なければならない。生活保護を受けるのではなく、自分で稼 ぐことが人間とし

て重要なのである。確かに非営利法人によるボランティア活動は、大切な領域

で重要な役割を果たしているが、それでは、サービスを受ける人 と与える人 と

の問に一種の 「主従関係」が生 じる。サービスをうける側の人々の方が何が必

要か一番わかっているので、それをビジネスへ とつなげてい くことによって、

受け身だった人々が 自分で起業をすることが肝要であるというのだ。さらに、

「コミュニティへの思い」で人間を評価する場合、その 「コミュニティへの思い」

が独善かどうかを市場によってチェックするという考え方が背景にあることも

重要である。

社会貢献型企業は、利潤追求が主たる目的ではないため、普通の企業のよう

に銀行から融資を得ることは困難である。しかし、これを奨励 して、結果 とし

て起業家が生活ができる形にすることによって、この企業の在 り方そのものが

従来の利潤追求型企業像への反省を求めるものとして存在することになる。も

ちろん社会貢献型企業 も経済主体であるため、 自分のアイデアが正 しくニーズ

を把握していなかったら成功はしない。その トライアルをまずは公的補助金や

財団資金を利用 して行ってみる。それを行う場を提供するのがSSEで ある(註5)。

こうして、SSEは 市民社会内部で自覚的にメリトクラシーを相対化する意図を

持ち、人々の意識を変え、競争的な市場経済の中で、その職業を社会貢献ビジ

ネスとして確立していくことを目的とした大 きな教育 ・社会 ・経済 ・道徳的運

動であることが理解できる。このことはまた、一番貧しい人々が豊かになると

きに初めて起業家は豊かになってよいというものであり、これはロールズの格

差原理を実現するものである(註6)。

この運動は、現在 日本でも注目を浴びつつある企業倫理の問題(Corporate



10『 人文学報』No.441(2011年)

SocialResponsibility:CSR)や フ ェア トレー ドを目指す企業 な どの動 きと も、

また2006年 に ノーベル平和 賞 を受賞 したバ ング ラデ ィッシュのムハ マ ド・ユヌ

ス とグラ ミン銀行の融資活動 などとも深 く思想的 に関連 してい るとい えよう。

SSEの 試 みは、個人の起業 を促進 する ことで 自立の道 を図る ことにあ る。そ

れ は学校で の失敗 を学校 によって 回復 させ るので はな く、 あ らたな ビジネス

チ ャ ンスを与 える ことにあった。これは学歴 を相対化 させ る試 みである とい う

ことが で きよ う。現在 このSSEの ア イデア は、労働党政権 によってスモール ビ

ジネス振興の一環 として、また青少年育成 の一環 として奨励 されるよ うにな り、

英 国全土 に広が ってい る(註7)。

2ジ ュリアン・ルグランのデモグラン ト構想

ルグランは1970年 代 というかなり早い時期か ら社会保障政策の領域で革新

的な論文を発表 してきた。彼の主張を簡単にまとめれば、従来の福祉国家のも

とでの社会保障サービスの供給方法では、一番サービスを享受しているのはミ

ドルクラスであって、本当に必要としている人々には十分には供給できていな

いということである。ここから、ルグランは、精力的に公共サービスの配給方

法への市場原理の導入を主張してきた。そのため、1980年代、90年代を通 じて、

サ ッチャリズムとの親和性が旧来の左翼か ら批判されてきた。というよりはむ

しろ、左派の理論家からはほとんど無視されてきたといってよい。しかしなが

ら、ルグランが依ってたつ市場社会主義(marketsocialism)が 市民権 を得るに

連れ、彼の主張は様々なところで取 り上げられるようになってきた。

市場社会主義者と自ら定義づけてか らは、またやや遅れてギデンズ も自ら

を市場社会主義者 と定義づけ、ルグランをLSEに 呼んだと推察 されるのであ

るが 駐8)、ルグランの理論の展開は、一気に不平等問題の新たな理論的地平を

私たちに提供するものとなった。

たとえば、すでに 『市場社会主義」1吻7勉So磁 傭〃zの段階では、人頭補助金

(pollgrant)と いうアイデアを展開している(註9)。これはある年齢に到達 した

個人一人当たりにある程度まとまった金額の国庫補助金をほとんど無条件で平

等に交付するというもので、これによって人は人生のスター トが平等に切れる
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ようになる とい うものであ る(こ の段 階ではル グランは後 出の アッカーマ ンら

に言及 していない)。 この アイデアは さ らに展 開 され、2000年 の 段 階で は青少

年の 自立時 に交付 されるセ ッ トア ップ補助金が提案 されてい る(註10)。後 の 『公

共政策 と人間一 社会保 障制 度の準市場 改革』.Mo伽 磁oπ,且gθ 〃cッα〃4P励 〃c

Po〃6yで は、 資産 を基礎 とす る平等 主義(Asset-basedegalitarianism)と デ

モ グラ ン ト(Demogrant)が 登 場 して い る。これ は従 来 の平等 化政 策が所 得

再分配 で追求 されて きたのに対 して、資産 の面で の平 等 を強調す る もので あ

る(註11)。

以 上の ように、ルグラ ンの理論 か らは、従 来の教育 と不平等 問題 を越 える新

たな地平 が広 がっているこ とがわかる。なぜ ならば、デモグラ ン トやセ ッ トア ッ

プ補助金 のアイデアか ら考 えれば、学校 での失敗 を学校 で取 り戻す必要が な く

なるか らであ り、メ リ トクラシー原理 を、 あるいは学歴社会 を相対化す る試 み

であるか らである。

この理 論は、1999年 に公刊 され たア ッカーマ ン=ア ルス トッ トの ステー ク

ホルダー論 と融合 するこ とに よって、 その意義 が一層 明確 にされるこ とになっ

た。

3ア ッカーマン=ア ルス トットのステークホルダー論

ここでイギリスの文脈から離れて、アッカーマンとアルス トットのステーク

ホルダー論について、触れておきたい。ステークホルダー論とは簡単に言うと

以下のようなものである。

教育の機会均等は実現できない。それは財産の不平等、社会的人脈の不平等、

良質の就学前教育など実現を妨げる要因がた くさんあるからである。裕福な家

庭の子どもは遺産という形で富を引き継 ぐ。しかしこの遺産とは、個人が どこ

まで築いたものか線引きすることは困難である。つ まりこの遺産は社会的なも

のであり、全てのものがその分け前(ス テーク)に 与る権利を有 している。そこ

で23万 ドル以上の資産家に対 して2%の 富裕税を課 し、21歳 になった国民全て

に、高校卒業と犯罪歴のないことを条件として8万 ドル与えるというものであ

る。この23万 ドルという基準は、合衆国の所得上位20%の 人々にあたる。また
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これはどんなに金持ちの子どもでも受け取れることも要点である。金持ちでも

人生のスター トの時点で親が子どもに財産を渡す とは限らないからである。な

お、50年 後には富裕税は廃止され、ステークホルダーが亡 くなるときに利子付

きで8万 ドルを返還 し、これ以降はそれを原資とすることになる。

こういった主張の背景には、社会の最上層には高等教育への公費補助、最下

層には生活保護など一応福祉サービスがあるものの、中間層の、とくに若者が

人生の出発点において、ほとんど無一文な状態で労働市場に放 り出されている

という認識がある。また青少年には教育が、老人には年金があるが、若い成人

には何もないということを問題視しているのだ(註12)。

ステークホルダー制度には、アッカーマンとアルス トットは以下の長所があ

ると主張する。①21歳 で人生を始めるときに、就労してもよいし、高等教育や

専門学校に進学 しても良いし、結婚して子育てをしてもいいし、働かないとい

う選択肢までが可能となる点。②21歳 までは処分できないために、使い道(将

来)に ついて、何度も何度も繰 り返し、家庭や学校で慎重な議論が続けられる

という教育的効果。③ 自分が社会の恩恵を受けたことか ら、社会の一員として

の自覚を高め、最後には返金するという行動を自発的にとることになるだろう

という道徳的効果である駐13)。そして彼 らは以下のように述べる。「自由な国家

は、共通の人種とか言語、宗教とかその他の道徳的権威に訴えることで市民を

まとめあげるのではない。それは全ての人々への平等な自由を保障する共通プ

ロジェク トに人々を従事させることと、尊厳と責任ある人生の神秘に立ち向か

うのに必要な資源を全ての人々に保障する政体であることに誇 りをもつことを

求める。もしこの高貴なる理想が現実になるのであれば、普通の人々が意味が

あると認める社会制度において具体化されるべ きである。ステークホールディ

ングは、そのような制度となることを約束する」(註14)。

ここには、たんに不平等問題への新 しいアプローチであるばか りではなく、

教育的側面として、市民としての自覚や道徳心の育成、個人の多様な生き方の

是認、いわゆるシャ ドウワークと看倣 されている労働に対する正当な評価、そ

ういったものが盛 り込まれていることが重要である。こうして学校教育は子 ど

もたちの能力を多方面に渡 り可能な限 り伸ばすが、必ずしもその結果が子ども
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たちの未来を縛るものとはならないし、そのなかでの能力による序列化 も限ら

れたものとなる。教育内容はむしろシチズンシップ教育に力点が置かれ、人々

は市民 としての自覚 と生 き様を通 して市民 として貢献 していくことが望まれる

そんな世界を描き出しているのである。彼 らは、ベーシックインカム論のパ レ

イスと一緒に、リアルユー トピアプロジェク トに参加 しており、このシンポジ

ウムにおいては前出のルグランもまた報告を行っている。

そしてアッカーマンとアルス トッ トは、労働党政権が新たに導入 した 「子 ど

も信託基金ChildTrustFund」 政策を高 く評価するのである。

それでは次に労働党政権の政策についてみてみよう。

第三章 労働党政権の政策

1997年 に成立 したブレア労働党政権は、教育政策を最善の経済政策 と位置付

けた。高福祉サービスを維持するためには経済成長が必須 となるか らである。

実際に労働党の戦略をこのように舵取 りしたのは、ブレアの前任者であるジョ

ン・スミスによって招集された政策集団とその報告書 『社会正義』であった。同

報告書は、これまでのイギリスの現状を分析 した後、イギリスが今後進む道の

選択肢 として、①投資、②規制緩和、③従来の福祉国家型の三つをあげ、最終的

に①の道を進むことを提言 している。具体的に言えば、経済成長を図るととも

に生活の質の保証を行おうとするものであり、①生涯学習を通 じて(労 働力 と

しての)価 値を付加 していくための投資、②有給の職への機会を保障、③知的

福祉国家の建築を通 じての社会の安定性の確保、④良き社会を作 り上げるため

の責任の強調、⑤投資のための税制改革を提案 している。そして 「今こそ変化

が必要とされているのだ」と結論づけている(註15)。

ジョン・ス ミスの急死によりこれらの新戦略の実現はブレアの手に託された。

ブレアのメリトクラティクな教育政策についてはすでに別稿で明らかにしたの

で(註16)、ここではゴー ドン ・ブラウン率いる大蔵省の動 きについてみていくこ

とにする。
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1大 蔵省の財政戦略

ブラウン率いる大蔵省は、ブレア首相が強調した高福祉 を実現するためには

経済成長が不可欠であるという目標を、財政面および税制面から支援するもの

であった。

まず基本方針として①経済の安定成長、②生産性の向上、③勤労の奨励 と報

酬、④より公正な社会の創造と環境問題の整備をあげ、そのためのそれぞれ具

体的な戦略と予算化がなされた(註17)。

ブラウンが大蔵大臣に就任した時、当初彼は二つの政策を掲げていた。それ

はまず個人学習口座の創設と産業のための大学構想であ り、もう一つが 「子ど

もの貧困問題」への対応であった。前者については別項で扱っているのでここ

では触れないが、個人学習口座はイリイチが提唱していた個人クレジットカー

ドのアイデアと同じものである点が興味深い(註18)。

1993年 のOECDの 調査によると、UKは 、不就労あるいは平均所得半分以下

の低所得層の家庭の児童が、30%以 上を占めてお り、調査対象国の中で最も悪

い状況を呈 していた(註19)。ブラウンは、サッチャー時代の経済政策、労働政策

が二極化 という格差の増大をもた らしたとまずは批判 し、1979年 と比べると

貧困にある子どもの数は300万 人増加 したと指摘 した。さらにこのうち80%以

上の子どもの親たちはフルタイムの職に就いていないか、一人親であるという

事実を上げ、親の就労機会をまずは確保することが重要であるとした。「福祉

か ら勤労へ」というスローガンのもと、国民のスキルアップと資格修得による

就労機会の改善(ニ ューディール政策)、勤労家計減税(WorkingFamiliesTax

Credit)の 導入が提案された。ニューディール政策はもともと18歳 から24歳 を

対象として教育水準と資格取得率を向上させるためのものであったが、これを

25歳 以上に対象を拡大し、とくに単身親を対象とするプロジェクトの導入が提

唱されている(註20)。

1999年 の段階では、子どもの貧困を10年 間で半分にすること、そして20年 後

にはこの問題それ自体が消滅することを明言 した(言主21)。その具体的な方策とし

て述べられたものは、しかしながらこの時点では、従来の子ども手当あるいは

減税といったものである。
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この ような従 来か らの制 度の見 直 しで子 どもの貧 困を解決 しよ うとす る一方

で、新 しい政策であ る 「子 ども信託基金ChildTrustFund(以 下CTFと 略)」 の

導入 が試み られた(註22)。

2子 ども信託基金

この子ども信託基金(CFT)の アイデアは、大蔵省が発表した 『英国の税制

と給付制度の現代化』シリーズの第8巻 『全てのものに貯蓄と資産を』(2001年

4月)で 初めて明確にされている。まず序文において、「政府は全ての人にステー

ク(分 け前)に 与ってほしい」とし、「仕事 とスキル」「収入」「公共サービス」の

三領域で機会を保障するとした。そ して資産 と貯蓄の奨励のために二つの新 し

い政策を導入する。それは子 ども信託基金(CTF)と 貯蓄ゲー トウェイ(Saving

Gateway…SG)で ある(註23)。

CFTは 、誕生すると同時に全ての子 どもにある程度まとまった国庫補助金が

入金された口座が与えられるというものだ。これは、一定の年齢に到達 したと

きに初めて引き出すことが可能とされるもので、またそれと同時に子 どもたち

に貯蓄を奨励するものとされた。

さらにこれに加えて、最初の補助金は家庭の収入によって貧困家庭 と富裕家

庭の二つの金額が想定されること、たとえば5歳 、ll歳 、16歳 に追加的補助金

が交付 されることなどが提案 されている。

この提案は、たとえばこの補助金の有効活用の仕方、さらなる追加的入金を

認めるかどうか、何歳でこのお金を引き出すことができるか、ナショナルカリ

キュラムに財政に関する教育内容を追加するべ きか、地域社会でのボランティ

ア活動等をポイントにして付け加えるようにするかなどといったいくつかの点

とともに、金融サービス関係者、子 ども問題を取 り扱っている公益法人、その

他の関連団体等の協議にふされた。

大蔵省は次の協議文書 『貯蓄 と資産を配給する』(2001年11月 、第9巻)に お

いて、協議結果をまとめている。まず原則的にCTFとSGは 概ね受け入れられ

たとした。そ して政府 として①追加的補助金の必要性。②年間の制限を設置 し

た上で追加的入金を認める。③投資方法の多様化。④18歳 になるまで引き出せ
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ない。⑤引 き出したお金に関しては使途を制限しない。⑥金融関係、学校その

他による財政教育の充実。⑦金融関係者の役割についてはさらに検討すること

が報告され、協議は続いた(註24)。

2003年 になってようや く大蔵省は 「子 ども信託基金の詳細な提案』を公表し

た。これによって提案された内容は以下の通 りである。CFTは 、安全性 と機会

と責任を与えるものであるとし、①子ども手当、子ども減税 と連動して自動的

に口座は開設される。②同制度の導入は2005年4月 であるが、2002年9月 から生

まれた子どもはCFTの 対象となる。③一般には250ポ ンド、貧困層(年 収13,230

ポンド未満)に は500ポ ンドがバウチャーとして交付 される。三分の一の子ども

が対象 となるだろう。④7歳 の誕生 日には追加的補助金が交付 される。⑤CFT

口座は銀行、その他投資会社、保険会社など多様なところで開設できる。⑥保

護者、親類その他のものからの追加的入金を年1,200ポ ンドまで認める。⑦口座

開設を行 う金融関係は、安定的な利回 りの商品を提供すること。⑧その他宗教

的理由や、 リスクが異なるような口座を開 くことも可能である。⑨手数料は政

府が上限を決定する。⑩ 口座は子どもの名前、名義で子どもが18歳 になるまで

は引 き出し不可。⑪政府は学校教育を通 じて財政金融教育を行 う。⑫保護者は

CFTを 通 じて投資について学ぶこと。⑬非課税とする。⑭口座が開設 された金

融関係者は口座の情報を年次報告として子 どもに伝 えること、などである(註25)。

最終的にこの提案内容が、2004年5月13日 に 「子 ども信託基金法」として成

立する。その際、虚偽の申請による口座開設や流用等を厳 しく制限し、罰金を

科すという条項が付け加えられている(註26)。

たとえば、2006年4月 から2007年3月 にイングランドとウェールズで生まれ

た子 どもは婚外婚の子 どもを含めて、約67万4000人 であった(註27)。他方CFT

口座 を開設 した新生児数 は、2006年4月6日 か ら2007年4月5日 までで63万

6000人 となっている(註28)。統計を取っている時期が異なっているため、正確 な

数字ではないが、94%強 のものがこの政策に参加していることがわかる。

このCFTは 、アッカーマンらが提唱した21歳 の時点で8万 ドルを受け取 ると

いう提案から考えれば、どんなにうまく運用してもそれだけではたいした金額

にはならないものである。また上限年1200ポ ンドの追加的入金を認める点は
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さらに不平等を助長するものではないかという疑問も生 じさせる。もちろん後

者 に対 しては政府は貧困家庭には、250ポ ンドに対 して500ポ ン ドという二倍

の補助金を用意しているものの、それでもたかが知れているといってよいだろ

う。実際、保護者その他からの追加的入金の平均的金額は、2007年 度の報告で

は、富裕層が302ポ ンドであったのに対 して、貧困層は172ポ ンドであった。ま

たこの制度では死んだ時の返金は考えられていないから、責任ある市民の育成、

市民的紐帯を強めるといった側面はほとんど考慮 されていないともいえる。し

かしながらこの点は、労働党政権の教育政策において生涯学習社会の創出が明

確に打ち出され、そのためにアクセスの機会均等が重視された点から、さらに

は若年層に見 られる政治的無関心への危機感から、シチズンシップ教育が重視

されていることを勘案すれば、実際上はなんら問題とはならないだろう。

アッカーマンらはこの提案が①不平等問題への新 しいアプローチを提示、②

世間に与えたインパク トという点で高く評価 している。また諸手当を拡充する

といった従来の方法で新たに手当を増設すると、多大な費用がかかると同時に

その費用の捻出のためにどこか他の手当を削減するといった問題が生 じる可能

性が高いが、同制度は始 まる時の対象者数 と金額がそれと比べれば遥かに安い

点も魅力であるとした(註29)。

また付言すれば、この基金は金融業界その他の企業においても新たなビジネ

スチャンスを与えるものともなっている。さらにCFTが 持つ教育的側面も依

然として重要である。国民の間に貯蓄、投資といった文化 を奨励させ、学校で

もこれに関連する知識を与えることが強調された。実際、貧困層と看倣されて

いる人々の間でさえ、追加的入金がなされている点は重要である。シチズンシッ

プ教育の側面はこの基金のみを取 り上げて考えると、理想 とされるものからす

れば弱いことは事実であるが、それでも子 どもの将来についてもっと真剣にか

つ具体的に考えることが学校教育の最後の数年間、学校や保護者そして子 ども

自身にとっても重要なテーマとなるであろう。翻って、何のために学ぶのかと

いう一番重要な問いが学校を支配することになる。
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ま とめ

ブレアはイギリス階級社会をメリトクラティックな平等社会にしなければな

らないと強調 した。ブレアが組閣した内閣において労働者階級出身の閣僚は唯

一プレスコッ トのみであ り、他は全てオックスブリッジ出身のエリー トであっ

た。この状態に危機感を覚えたのはヤングであった(註30)。

学歴社会の弊害は日本の方が先輩格であろう。しか し、残念なことに病理現

象のみを取 り上げての批判に終始し、能力主義そのものを根本的に批判する試

みはほとんどされてこなかった。本稿で明らかにしたことは、学校教育を通じ

ての能力主義相対化は直接的には出来ないということである。したがって、求

め られる能力主義相対化の仕組みは学校外でまずはつ くられなければならな

い。そして相対化が進めば、学校はもっと自由に子 どもたちの能力 を好 きなだ

け、負い目を感 じることなく、また一つの方向性だけに縛られることなく多様

に伸ばすことが可能となる。資産に基礎 を置 く平等 という考え方の登場 は、能

力に基礎を置 く平等 とは異なる地平での平等論の展開を許すものである。細か

な現実レベルでの問題点はい くらでも指摘できようが、根本的に異なる次元で

の理論的展開に教育学はもっと注目する必要があるのではないだろうか。
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